
〈基本方針１〉子どもが健やかに育つ子育て支援

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

1 児童手当
子育て支援課

支給実績　延89,733人　986,480千円（R4年2月末現在）

中学校修了前の児童を養育している人に支給
 　支給額　３歳未満　月15,000円
　　　　３歳以上小学校修了前（第１子・２子） 月10,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第３子）         月15,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中学生    　　 月10,000円

2 子どもの医療費助成 健康推進課

・就学前児童及び小中学生の入通院医療費の助成
　69,137件　　123,431千円　（R４.３月末時点）
・高校生の入院治療費を助成
　42件　　2,530千円　（R４.３月末時点）

・就学前児童、小中学生及び高校生,の入通院医療費の助
成を行い、窓口負担無料化とする。

3 出産祝金
子育て支援課
地域創造課

・過疎地域　　　　　　　　　　　22件
・田舎暮らしモデル地域        ２件
・伊那地域　　　　　　　　　　　64件(2月末）
　(R3年2月末現在)
　（子育て支援課）

【過疎地域・田舎暮らしモデル地域】
「子どもの出産時に指定地域に住所を有し、定住する意思
が認められること」及び「自治会に加入し、地域活動に参加
する意思が認められること」を満たした出産児の養育者に、
出産祝金として第１子３万円、第２子５万円、第３子７万円お
よび第４子以降１人につき10万円を支給。
【上記以外の地域（伊那地域）】
人口増対策として、第３子２万円、第４子以降１人につき５万
円を支給する。
 （子育て支援課）

3-2
新規

乳児おむつ用品購入券
支給事業

健康推進課
・申請者　380名
・扶助金　24000円×380＝9,120,00

子育てに必要なおむつ用品を購入する、その一部を助成す
る。子育て世帯の経済的負担を軽減し、市民誰もが安心し
て子どもを産み育てることができる環境を整備し、少子化対
策及び子育て生活支援を図ることを目的とする。支給対象
児１人につき24,000円を限度。

4 子育てすまいる 管理課
・市営住宅（中堅所得者層向け住宅）入居子育て世帯は75
世帯（R3年度末）。このうち新入居世帯は8世帯。所得要件
緩和による入居世帯なし。

引き続き、子育てすまいる事業（高遠・長谷地区にある市営
住宅の所得要件等の緩和、家賃の２割軽減）を実施する。
（終期を令和６年３月まで延長）

第２期 子ども・子育て支援事業計画　　令和３年度個別事業実績及び令和４年度個別事業計画

＜目標＞　子どもと親と地域の笑顔があふれ、安心して子育てのできるまち　いなし

保護者負担の
軽減

(１)経済的支援

資料 １

〈基本方針１〉1



修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

妊婦健康診査

5 妊婦一般健康診査 健康推進課
・利用枚数（のべ）7481枚
・補助金額　41,394,770円

一般健康診査（14回分）を公費負担する。

6 母子健康手帳発行 健康推進課
・妊娠届け出時に母子手帳を発行した。
（R３年度388冊、外国語版15冊） 妊娠届出者に母子手帳を発行する。

7
妊婦、出生届出時相
談、指導

健康推進課
・妊娠届け出時に保健師より、伊那市独自で作成した育児
のしおりを用いて、個別相談・保健指導を全数行った。

妊娠届出時に保健師による個別相談と指導を実施する。届
出全数に対応する。

8
ハイリスク妊産婦への
訪問指導、相談
（養育支援訪問事業）

健康推進課

・妊娠届出時の個別相談において把握したハイリスク妊婦
に対し、養育支援ネットワーク会議を月1回開催して支援計
画を作成し、保健師の訪問等により継続支援した。
（令和3年度新規支援者89件、継続支援者延べ276件）

妊娠届出時の個別相談において把握したハイリスク妊婦に
対し、養育支援ネットワーク会議を月１回開催して支援計画
を作成し、保健師の訪問等により継続支援をする。

9 産後ケア事業 健康推進課
・利用申請者　10名
・医療機関への利用料支払　222800円（一件未請求含む）

産褥期の機能回復に不安のある者や初産婦等で育児不安
のある者を対象に、７日間限度で上伊那管内クリニックや助
産院等での宿泊、日帰り又は訪問型支援の利用に対して補
助を行う。

10
ハッピーバース講座の
充実

健康推進課

・コロナ感染症のまん延防止措置期間中のため中止た講座
が何回かあるが、それ以外は感染症対策を講じ実施した。
（参加者①38組41人②80組157人③56組59人）

・１コース３回の講座を年間10回開催する。
・４箇所の産婦人科医療機関にポスター、パンフレットを継
続して置き、事業の啓発拡大を行う。

11
出産応援セミナーの開
催

健康推進課

・出産を安心して迎え、産後に使えるサービスや支援につい
て伝えるための出産応援セミナーを月１回開催した。（コロ
ナ感染症のまん延防止措置期間中（9・２・３月）は中止）
（9回実施、参加者226組242人）

出産前２か月程度の妊婦を対象として、出産を安心して迎
え、産後に使えるサービスや支援について伝えるための出
産応援セミナーを月１回開催する。

12 不妊治療費助成事業 健康推進課
・申請者　のべ58人
・補助金額　5,053,177円

・不妊治療者の経済的負担の軽減のため、治療の助成を拡
充する。
・市ホームページへの掲載、県窓口にパンフレットを置き、
事業の啓発拡大を行う。

13 産科等開業支援事業 健康推進課
・R3年度は実績なし

不妊に悩む市民が身近で安心して治療を受けられる環境を
整備するため、市内に不妊治療専門医療機関を開業しよう
とする者に1,500万円を上限に補助金を交付する。

妊産婦支援の
充実強化

子育て講座等
の開催

(２)出産環境の
整備

その他
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修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

14 助産施設への入所 子育て支援課 実施　１件
経済的理由により入院助産を受けることが出来ない妊産婦
に対し中央病院に入院助産委託する。

15
ウッドスタート事業
ブックスタート事業
子守歌CD贈呈事業

耕地林務課
生涯学習課
健康推進課

・【ウッドスタート事業】
　380品贈呈　（R4年2月末現在）
　（耕地林務課）
・【ブックスタート事業】
  363冊贈呈（R4年３月末現在）
　（生涯学習課）
・【子守歌CD贈呈事業】
　R3年度中、109人がＣＤを希望され受け取った。
　（健康推進課）

【ウッドスタート事業】伊那市における木工産業の振興と木
育の推進を目的に、６か月相談時に木のおもちゃを贈呈す
る。
　（耕地林務課）
【ブックスタート事業】６か月健診時に本をプレゼントし、子育
ての中に読み聞かせを取り入れることで、豊かな心を育む
子育てを推進する。
　（生涯学習課）
【子守歌CD贈呈事業】誕生祝品として、伊那市歌うふるさと
大使である由紀さおりさんと姉の安田祥子さんが唄う子守
唄のＣＤを対象希望者に1枚贈呈。子守唄には、子どもや親
の心を落ち着かせたり、言葉や知覚の発達を促すなど様々
な効果があるとされている。
　（健康推進課）

乳児家庭全戸
訪問事業

16
乳児（新生児）訪問指
導・養育支援訪問事業

健康推進課
子育て支援課
学校教育課

・乳児の健全な発育発達の援助と母親の不安や悩みにつ
いて出生全数に対して家庭訪問により支援を行った。（380
件見込）
・養育支援ネットワーク会議後に必要な家庭に対して訪問
支援を行ったが、養育訪問の対象はなかった。（延6件）
・子ども相談室と連携し、保健師等が養育支援を行った。
　（健康推進課）
・子ども相談室と健康推進課が連携し、保健師等が養育支
援を行った。
　（学校教育課）

・乳児の健全な発育発達の援助と母親の不安や悩みにつ
いて訪問支援を行う。出生全数に対応する。
・妊娠中から出生後の母子への養育訪問支援を行う。
　（健康推進課）
・母子家庭の母に対して保健師及び家庭児童相談員と連携
支援を行う。
　（子育て支援課）
・子ども相談室と連携し、保健師等が養育支援を行う。
　（学校教育課）

17 乳幼児健康診査 健康推進課

・乳児一般健康診査（2月まで）299件　1,791,010円
・受診者数：3か月健診25回388人、6か月相談25回362人、
10か月健診28回386人、1歳6か月健診29回464人、2歳児健
診30回　　　　445人、3歳児健診29回454人

・医療機関で実施する乳児一般健康診査の受診券交付（１
人１枚）
〈実施する乳幼児健診及び相談〉
・３か月乳児健診　　・１歳６か月児健診
・６か月乳児相談　　・２歳児健診
・10か月乳児健診　 ・３歳児健診　　　各月２～３回実施
・３歳児健診時に保育士が参加し遊びの提供をしながら子
どもの様子を見て保育園へ繋げていく。

18 育児・母乳相談 健康推進課
・利用枚数　323枚
・助産所等　委託料　646,000円

医療機関や助産所助産師による育児母乳等の相談を受け
る場合の補助を行う「育児相談券」を交付（１歳６か月までの
間で、2,000円の助成券を１人３枚交付）

19 ママヘルプサービス 健康推進課
・申請者　14名　うち実際に利用した人は、7名
・委託料（社協へ支払分）　93H　232,500円（健康推進課）

出産後に家族内に家事、育児等の補助者のいない家庭に、
出産の翌日から12週以内でヘルパー派遣の補助を行う。

乳幼児
健康診査
及び相談事業

(２)出産環境の
整備

その他

(３)子どもと親へ
の健康支援
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修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

20 あそびの教室 健康推進課

・支援が必要な親子に対して集団遊びを行ない発達を促す
とともに、育児支援を行った。
参加者：どんぐり20回延べ116人、すてっぷミニ11回延べ79
人　　　　　　　すてっぷ18回延べ202人、じゃんぷ18回延べ
273人

・児童発達支援センターで、様々な不安や悩みを抱える子
どもが自立へ向けて生きていく力を培うための相談・支援を
行う。
・専門的な支援が必要と思われる子どもに対して集団遊び
を行い発達を促すとともに、親に対して適切な育児支援を行
う。
　じゃんぷ・すてっぷ（２教室）月２回　　すてっぷミニ
　どんぐり月２回　　小グループ（たんぽぽ）

21 虐待予防自助グループ 健康推進課
・子育てワークショップ1回9人参加
自助グループ4回延べ26人参加

子育てに悩んだり自信が持てない母親に対し、子育てワー
クショップ１回、自助グループ６回（親育ちプログラム）を開催
する。

22 予防接種 健康推進課

法定予防接種の実施（すべて個別接種）
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・四種混合（百日せき、破傷風、ジフテリア、ポリオ）
・ＢＣＧ
・麻しん風しん
・日本脳炎
・水痘
・Ｂ型肝炎
・ロタウイルス感染症（R2開始）

法定予防接種の実施（すべて個別接種）
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・四種混合（百日せき、破傷風、ジフテリア、ポリオ）
・ＢＣＧ
・麻しん風しん
・日本脳炎
・子宮頸がん（積極的勧奨します）
・水痘
・Ｂ型肝炎
・ロタウイルス感染症（R2開始）
・新型コロナウイルスワクチン（R３開始）

23
小児慢性特定疾患患者
への見舞金支給

健康推進課
・伊那市難病患者等見舞金(小児慢性特定疾患分 年額
10,000円 所得制限あり）を支給　１人

伊那市難病患者等見舞金(小児慢性特定疾患分 年額
10,000円 所得制限あり）を支給する。

24 休日救急当番運営事業 健康推進課
・休日診療当番医事業負担：2,025千円
・休日緊急歯科診療事業助成金：2,382千円

休日緊急当番医事業（上伊那医師会）及び休日緊急歯科
診療事業（上伊那口腔保健センター・上伊那歯科医師会）
の費用を負担し事業を継続実施する。

25 育児相談

健康推進課
子育て支援課
学校教育課
文化交流課

・育ちの相談を月に1回実施し、言葉や発達支援を行った。
ST相談11回11人、OT相談12回10人
・各支所での健康相談は週1回実施し、各種相談支援を
行った。
　（健康推進課）
　・子育て、教育に関する相談を随時実施した。
　　教育相談722件
　　支援会議232件
　　面接・電話相談・家庭訪問等1186件
　（学校教育課）
・助産師による出産・育児相談（生涯学習センターちびっこ
広場）毎月１回(４月から３月　計４３人参加）
　（子育て支援課）

・育ちの相談（予約制）　毎月１回
・各支所、長谷健康増進センター育児相談　毎週１回
・高遠町保健センター　毎月２回
・本庁、伊那市保健センター育児相談　随時実施
　（健康推進課）
・子育て、教育に関する相談　随時実施
　（学校教育課）
・助産師による出産・育児相談（生涯学習センターちびっこ
広場）毎月１回
　（子育て支援課）

各事業での
相談体制の
充実

乳幼児
健康診査
及び相談事業

(４)相談体制の
充実

その他

(３)子どもと親へ
の健康支援
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修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

26 こころの相談 健康推進課
こころの健康のバランスを崩す心配がある子どもや両親に
対し、臨床心理士による相談支援を行った。
　　　毎月２～３日　伊那市保健センター（予約制）

こころの健康のバランスを崩す心配がある子どもや両親に
対し、臨床心理士による相談支援を行う。
　　　毎月２～３日　伊那市保健センター（予約制）

27
子育て講座・親育て講
座

健康推進課
子育て支援課
生涯学習課

　・子育て支援センターの健康相談は、コロナウイルス感染
症のため４月から６月は中止、以後は子育て支援課と情報
共有しながら健康相談に出向いた。
　 （健康推進課）
　・子育て支援センターで保健師が月1回程度、子育て講座
を実施した。（コロナ感染症の状況で中止になることもあっ
た。）
　（子育て支援課）
・公民館子育て学級について開催した。新型コロナウィルス
の感染症防止のため広報等については控えた。（９公民館）
・公民館での母親父親向け講義は新型コロナウィルス感染
拡大防止のため中止。・新型コロナウィルス感染防止に努
めながら9公民館全てで子育て講座を開催した。
・飲食を伴う講座などについては中止（各館月1回のペース
で開催）
　（生涯学習課）

・各公民館で、未就園児とその親を対象とした子育て講座を
開催し、子育ての楽しさの共有や子育ての悩みについて相
談できる環境を整えていく。
　（生涯学習課）
・子育て支援センターで保健師が子育て講話を行う。
　（健康推進課・子育て支援課）

総合相談体制
の充実

28 総合相談体制 福祉相談課

複数の機関をまたぐ支援が必要な家庭に対して、総合相談
を８世帯（１８名）を行い、協力員会議１回、チーム会議１回、
合同を会議２回開催し、相互に情報共有と支援体制につい
て確認をしました。

障害者、高齢者の総合相談窓口として、複合的な課題を
持った家庭への支援を関係機関と連携をとりながら、専門
職等がチームとなって支援を行う。（重層的支援体制整備事
業含む）

29
子育て支援センター事
業

子育て支援課
・５センター（竜南・上の原・富県・西箕輪・高遠）延利用者数
18,400人（R3年1月末現在）
・リサイクル会　富県１回実施
・コロナ対策のため、地域交流中止

・竜南・上の原・富県・西箕輪・高遠の５センター の運営
・育児用品などのリサイクル交換会を行う（富県）。
・地域交流を行う。

30
子育てサークルや団体
への支援

子育て支援課
さくらんぼの会　３回開催　（１回はコロナ感染防止のため中
止）

・ファミリー・サポート・センター協力会員による活動の託児
・双子育児サークル「さくらんぼの会」等で育児講話や相談
を行う。

31 子育て学級
子育て支援課
生涯学習課

・新型コロナウィルス感染拡大の中で、できるかぎり多くの
講座を開催した。各公民館において講座、学習会、野外活
動など６～８回開催
・新型コロナウィルス感染防止に努めながら9公民館全てで
子育て講座を開催した。
・飲食を伴う講座などについては中止（各館月1回のペース
で開催）
　（生涯学習課）

各公民館で、未就園児とその親を対象とした子育て講座を
開催し、子育ての楽しさの共有や子育ての悩みについて相
談できる環境を整えていく。
　（生涯学習課）

各事業での
相談体制の
充実

(４)相談体制の
充実

地域子育て
支援拠点事業

(５)子育て支援体
制の構築

〈基本方針１〉5



修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

32
子育てサークル等の拡
充

子育て支援課
健康推進課

・子育てサークル数　16団体
・今年度は活動を休止するサークルがあった（３団体）。
　（子育て支援課）
・子育てガイドブックを母子手帳交付時に全員に配布してい
る。
　（健康推進課）

・子育てガイドブックで子育てサークルを紹介する。
・乳幼児健診や乳児訪問時に必要な親子に子育てサークル
を紹介する。
　（子育て支援課）

33
ファミリー・
サポート・センター事業

子育て支援課

・伊那地域定住自立圏で合同協力会員養成講座を開催し
た。
・新規協力会員　17名
・スキルアップ研修会3市町村参加　18名参加
・活動件数　492件（R3年2月末現在）

会員相互の地域での助け合いの託児等の支援
・６、７月に協力会員養成講座を定住自立圏で共同開催し
会員増を図る。
・スキルアップ研修会開催

34 一時預かり事業
子育て支援課 公立私立の７園で実施した。

　　　　公立３園延利用者数332人
通院、求職、リフレッシュ等の一時的な保育を必要とする保
護者を支援するため市内の公立私立の７園で実施

子育て短期支
援事業

35
子育て支援短期利用事
業

子育て支援課

・延４名　29日利用
・たかずやの里のほか２カ所のファミリーホームとの委託契
約を開始した。
・たかずや福祉会に対する補助を行った。

・一時的（１回利用が７日間まで）に保護者が養育を行うこと
が困難である時、児童養護施設「たかずやの里」、ファミリー
ホーム、里親に宿泊委託する。
・たかずや福祉会の運営に対する支援を行う。

高校生
乳幼児健診
体験学習 36

乳幼児健診体験学習
（中高生）

健康推進課 コロナ禍のため実施なし コロナ禍のため今年度は実施しない。

37 事業者への啓発活動 商工振興課
例年実施している企業アンケートに併せて企業人権パンフ
レットを事業者へ配布。CSRの視点から企業で働きやすい
職場環境を促進するための啓発を行った。（204社）

企業アンケートに併せて、ワークライフバランスを含む企業
人権パンフレットを事業者へ配布し、生活と仕事の調和につ
いて考えるきっかけとしてもらう。

38
ながの子育て家庭
優待パスポート事業

子育て支援課
・参加事業者　153店
・多子世帯応援プレミアムパスポート参加　41店

・新規事業者募集を行う。
・転入者や妊婦などの新規対象者にカードを発行する。
・パスポート事業周知や紛失時に再発行できることなどの広
報を行う。

39 子育てガイドブック 子育て支援課 R３年度版に改定し1,800部を作成し配布した。
子育て情報をまとめたガイドブックを、年１回更新発行し、妊
娠届出時、転入時に配布する。

40
ホームページや
メール発信での情報提
供

子育て支援課 毎週金曜日に配信し、49回送信した。（R3年2月末現在）
安心安全メールの０～２歳情報で、未就園児向きの情報発
信を行う。毎金曜日

ファミリー・
サポート・
センター事
業、一時預か
り事業

(６)育児支援と情
報提供

ワークライフ
バランスの啓
発

子育て支援
ガイドブック等
の情報発信

地域子育て
支援拠点事業

(５)子育て支援体
制の構築

〈基本方針１〉6



修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

41 遺児等福祉金 子育て支援課 62件（99人）　1,386,000円
父又は母が死別、重度障害となった18歳未満の児童を養育
する保護者に児童１人年額14,000円を支払う。（８月）

42
母子父子自立支援員の
設置

子育て支援課 ・相談件数　280件(R4年2月末現在)
R４年度から1名増員し、２名体制で子ども相談室や関係機
関と連携し、ひとり親家庭の相談や就労支援等、自立に向
けた支援を行う。

43 児童扶養手当 子育て支援課 支給人数　延2,287人　　180,583,360円（R4年2月末現在）

ひとり親家庭に対する生活の安定と自立支援のため満18歳
の年度末までの児童を養育する保護者に手当を支給
　支給額（所得制限あり）児童１人
     全部支給月額43,070円
     一部支給10,170円～43,060円第2子以降加算あり

44
ひとり親家庭の親と子
の集い

子育て支援課
・バスハイク　コロナ感染症防止のため中止
・交流事業　3回開催

・ひとり親家庭対象のバスハイク（コロナの状況を見ながら）
実施
・ひとり親家庭の交流事業を行う。年６回

45
母子生活支援施設の広
域入所

子育て支援課 実施　１件
DV等で支援が必要な母子家庭を母子生活支援施設へ入所
させる。

46
母子家庭等日常生活支
援事業

子育て支援課 実施　0件
ひとり親家庭の母親の就労等による託児支援に、ファミ
リー・サポート・センター会員を支援員として派遣する。

児童発達支援
事業

47 児童発達支援事業 子育て支援課

・発達検査、発達等相談支援延人数　369人
　（内相談支援関係は160人）　（R3年2月末現在)
・児童発達支援事業所小鳩園の児童発達支援センター化に
向けて、人員配置やソフト面の検討を行い、準備を進めた。
・虐待防止という観点から障害のある子どもの家庭支援は
必須である。子ども・家族が自立へ向けていくために関係機
関と連携し、相談支援を行った。

・親子通園による生活や遊びを通して、心身の発達に支援
を必要とする子どもの発達育成を図る。
・児童発達支援センターとして１日35人の児童と重度心身障
害児５人を受け入れる。
・令和６年度児童福祉法一部改正に向け地域の中核的な
役割を担う児童発達支援センターとしての機能について検
討を始める。

48 児童発達支援センター 子育て支援課

・児童発達支援事業　延べ登録人数　557人
　　　　　　　　　　　　　 延べ利用日数　5,581日
・児童発達支援事業（重症心身障害児）
　　　　　　　　　　　　　 延べ登録人数　24人
　　　　　　　　　　　　　 延べ利用日数　326日

・地域の中核的な療育支援施設支援としての体制整備を進
める。
・児童発達支援センター小鳩園で、発達に課題のある子ど
もが自立に向けて生きていく力を培うための相談・支援を行
う。

発達相談・
発達支援事業

(８)発達相談と
療育の充実

ひとり親家庭
への支援

(７)ひとり親家庭
への支援

〈基本方針１〉7



修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

49 障害福祉サービス
社会福祉課
子育て支援課

・上伊那圏域地域自立支援協議会療育部会を年３回開催
①療育に関わる研修会」は新型コロナの影響で中止
②地域分析に関わるWGによる分析を昨年度に続き行った。
辰野町、中川村、駒ケ根市による取り組み事例発表を行っ
た。
LDに関して医療機関へのアンケートを行い支援リーフレット
と共に今後の支援につなげる情報の共有を行った。
　（社会福祉課）
・児童発達支援センター「小鳩園」の定員を35名から40名に
増員
　（子育て支援課）

上伊那圏域地域自立支援協議会療育部会を年４回開催予
定。
①療育に関わる研修会を企画し、併せて圏域の課題につい
て他の部会等と連携しながら検討する。
②地域分析に関わるＷＧ（市町村保健・福祉・教育担当課、
市町村代表特別教育コーディネーター、医療機関等）を設
置し、各市町村の母子保健から学齢期における支援体制に
ついて地域分析の手法を用いて統一フォーマットにて分析
を行う。（年４回程度）
　（社会福祉課・子育て支援課）

医療的ケア児
保育支援事業

50 医療的ケア児支援 子育て支援課 保育園の医療的ケア児受け入れのため看護師を配置した。
（1名）

・保育園の医療的ケア児受け入れのために、引き続き看護
師配置を行う。
・保育園の看護師配置の補完体制を整える。（児童発達支
援センター）

51
子どもの総合相談窓口
の充実

健康推進課
子育て支援課
学校教育課
社会福祉課

各支所、保健センター等で週1回健康相談日を設けている
　（健康推進課）
・子ども相談室で妊娠期～18歳までの様々な不安や悩みを
抱える子ども・家族の相談を受けた。
・子ども相談室のパンフレットを作製し、相談窓口を周知し
た。
・要保護児童対策協議会において、各関係機関と連携を
図った。
　（学校教育課）

各支所、伊那市保健センター、高遠町保健センター、長谷
健康増進センターで定期健康相談窓口を開設する。
　（健康推進課）
・子ども相談室で、０歳から18歳までの支援を途切れなく
行っていく。
・要保護児童対策協議会等において、関係機関と連携を図
る。
・ヤングケアラー対策についても連携を図る。
　（学校教育課）

52
要保護児童地域対策協
議会の充実

子育て支援課
学校教育課

・各関係機関との連携を図り、児童虐待の早期発見と対応
を行った。
　関係者支援会議　232回
・関係機関との支援会議を実施し、支援方法の見直しを行
い、子どもの安全で安心な生活環境の構築を検討した。
　　新規相談件数　199件
　（学校教育課）

要保護児童対策地域協議会により、関係機関の代表者や
担当者との連携を図り、児童虐待の早期発見と対応や継続
支援を行い、重篤事例の発生防止に努める。また、要保護
児童の情報共有や支援内容の協議と見直しを定期的に行
い、子どもの安心できる生活環境の構築を図る。
　（学校教育課）

教育の支援

53 相談・指導体制の充実 学校教育課

・スクールソーシャルワーカー（１人）、スクールカウンセラー
（４人）及び子どもと親の相談員（13人）を配置し、児童生徒
の家庭環境等を踏まえた相談・指導体制の充実を図った。
・中学生の自習室を、コロナ禍であったが感染対策を徹底
し、市内５箇所の公民館を借りて実施した。夏休みと春休み
に加え、新たに冬休みにも2日間であるが実施した。また、
小学校・中学校共に、ボランティアの協力を得て、放課後や
授業間において学習支援を行った。学習支援員数：小学校
41人/中学校46人

・スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー及び子
どもと親の相談員を配置し、児童生徒の家庭環境等を踏ま
えた相談・指導体制を確保する。
・長期休業中の中学生の居場所づくり、生活リズムの構築
のため、学習支援ボランティアを活用した中学生の自習室
を設置し学習の支援を行う。また、小中学校の放課後等で
同じくボランティアの協力により学習支援を行っていく。

(９)児童虐待予防
と早期発見・
早期対応

発達相談・
発達支援事業

(８)発達相談と
療育の充実

児童虐待

(10)子どもの貧困
対策の推進

〈基本方針１〉8



修正後

通し番号 具体的な施策 所管課 R３年度　事業実績 R４年度　事業計画

生活の支援

54 学習・生活の支援
福祉相談課
子育て支援課
学校教育課

・子どもの学習・生活支援事業を２事業者に委託　伊那市社
会福祉協議会、伊那市ひとり親家庭福祉課
・社会福祉協議会　ふれあい食堂実績　延べ　697人　ひと
り親家庭福祉協会　学習支援実績　延べ　302人
・母子・父子自立支援員　１名　　配置
　（子育て支援課）
・家庭相談員　５名
・必要とする家庭への「ふれあい食堂」等の事業の周知・支
援を実施した。
・経済的に困窮していると思われる家庭において、パン・米・
食糧品等を配布し、家庭状況の見守りを行った。
　（学校教育課）

・生活困窮者世帯の子どもに対する学習・生活支援事業を
実施し、居場所づくりや学習支援を行う。
　（福祉相談課）
・子どもの学習・生活支援事業により、ひとり親家庭の児童・
生徒への支援を行う。
・家庭相談員、女性相談員、母子父子自立支援員との相談
支援体制により、支援を行う。
　（学校教育課・子育て支援課）

55 就労支援の充実 福祉相談課
生活保護世帯の中で就労可能な被保護者について、ハ
ローワークへの同行や助言等の就労支援を行った。

生活保護世帯の中で就労可能な被保護者について、ハ
ローワークへの同行や助言等の就労支援を行う。

56 母子家庭自立支援事業 子育て支援課
・高等職業訓練促進費補助　６人　ひとり親の就労支援のた
めの准看護師等の資格取得期間の生活費補助　合計
7,308千円

自立支援教育訓練給付金事業、高等職業訓練促進給付金
等事業により、ひとり親家庭の就業に有利となる資格取得
費用や、資格取得中の生活費となる費用を補助する。

57 生活・就労の相談 福祉相談課
生活困窮者自立支援事業により、生活困窮や就労に関す
る相談を受け付け、関係機関と連携して対応した。

生活困窮者自立支援事業により、生活困窮や就労に関す
る相談を受け付け、関係機関と連携して対応する。

58
母子・父子家庭医療費
助成

健康推進課
ひとり親家庭の親子等の入通院医療費の助成
　10,147件　24,938千円（R４.３月末時点）

ひとり親家庭の親子等の医療費を助成する。（所得制限あ
り）

59
ひとり親家庭生活資金
貸付金

子育て支援課 33人　150件
ひとり親家庭の家計支援策として、児童扶養手当１か月分
を貸し付ける。家計やりくり指導も行う。

60
母子父子寡婦福祉資金
の貸付

子育て支援課 貸付件数　3件
ひとり親家庭の子どもが専門学校等に進学する際の修学資
金等、長野県の貸付の受付を行う。

61 就学援助 学校教育課

経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、就
学のために必要な経費の一部を助成し、就学を支援した。
・R３就学援助対象児童生徒数（R3年12月末見込み）
　小学校341人、中学校234人
・R３入学前支給対象児童生徒数（R3年12月末見込み）
　小学校55人、中学校67人

経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、就
学のために必要な経費の一部を助成し、就学を支援する。

保護者に対す
る就労支援

(10)子どもの貧困
対策の推進

経済的支援

〈基本方針１〉9


















